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浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネス促進事業

事業イメージ

委託（①～③）・補助（④；補助率2/3）

「再エネの主力電源化」に向け、最大のポテンシャルを有する洋上風力発電の

活用が求められている。長崎五島の実証事業にて風水害等にも耐えうる浮体式洋

上風力発電が実用化され、確立した係留技術・施工方法等を元に普及展開を進め

る必要がある。導入にあたってはポテンシャルを見込める離島など遠隔地域が指

向されるものの、広域的な風況等マップに加え、海底地形・海象状況等との適合、

周辺地域とのアクセスを含む事業性や電力需要等を踏まえた出力変動対策、環境

保全・社会受容性等の確保など多種多様な検討も不可欠である。

脱炭素化とともに自立的なビジネス形成が効果的に促進されるよう戦略的に推

進すべき地域抽出や円滑な事業化など以下の事項に取組む。
①浮体式洋上風力事業化に向けた産学官協議体の設置・中長期目標検討

②戦略推進地域（適地）の抽出・事業計画の検証等

③既存の浮体式洋上風車の社会受容・環境性など適地・金融機関等関係者への理解醸成

④先導的な対象地域における事業化導入計画の策定等

深い海域の多い我が国において、再エネの中で最大の導入ポテンシャルを有し、かつ台風にも強い浮体

式洋上風力発電を普及させ、地域の脱炭素化ビジネスを促進する。

ポテンシャルを有する地域等を対象として、浮体式洋上風力発電による地域の脱炭素化ビジネスを促進します。

【令和２年度予算額 500百万円（新規）】

民間事業者、地方公共団体、大学、公的研究機関、等

令和２年度～令和5年度

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8339

■対象

・導入に適した地域か分から
ない
・地元住民・関係者にご理解
いただくためには様々な準
備・調整が必要、etc.

浮体式洋上風車に係る産学官協議会

戦略推進地域の抽出

事業化導入計画の策定等

係留索による浮体固定 浮体の効率的な施工


